
平 成 ○ ○ 年 ○ ○ 月 ○ ○ 日

　　(東武安全様式　第 東安-1 号)　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　東武建設株式会社

　　　工事名称　○　○　○　○　○　　　　
　　　事業所名称　○　○　○　○　○　　　　　　　　　　（一次業者のみ元請へ提出）
　　　所　　　長　○　○　○　○　殿　　　　　　　住　　　　所　○　○　○　○　○　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　協力会社名　○　○　○　○　○　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　○　○　○　○　印
安　全　衛　生　誓　約　書
　　　貴社と弊社との間で契約を締結した上記工事の施工に当たり、工事下請基本契約書の規定を遵守することはもとより、当該工事の施工に関しては、労働基準法・労働安全衛生法・その他関係法令等に定められている責務並びに貴社で指示する安全衛生に関する下記事項を確実に励行することを約束します。
　　　なお、万一当該工事に於いて問題が生じた場合には、貴社の責任に帰すべき事項をのぞき損害の賠償等すべてを、弊社の責任に於いて解決し、貴社には一切の迷惑をかけないことをここに誓約します。
　　　１・安全衛生責任者（現場代理人）を任命し、貴社作業所長の承認を得て作業所に常駐させます。
　　　　　（安衛法第１６条）
　　　２・安全衛生責任者（現場代理人）の任務として,次の事項を確実に行わせます。
　　　　　　１）統括安全衛生責任者との連絡及び連絡事項の周知の徹底
　　　　　　２）混在作業に伴う危険箇所の点検確認
　　　　　　３）後次関係業者及び関係請負人の安全衛生責任者との連絡調整
　　　　　　４）その他安全衛生に関する必要事項等の業務等を行います。
　　　　　　５）現場の管理に関する一切の取り締まり
　　　３・施工体制台帳作成に必要な資料を提出します。
　　　　　資料（全建統一様式）に、必要事項を記入し、貴社から指示がなされた期日までに提出します。

　　　４・「安全衛生関係書類」の提出をします。
　　　　　指定様式（当社様式・全建統一様式）に、必要事項を記入し、捺印して貴社から指示がなされた期日までに提出します。
　　　５・安全衛生責任者（現場代理人）には、次の事項について責任を持って行わせます。
　　　　　　１）作業に必要な有資格者の適正な配置及び資格証の携帯
　　　　　　２）作業主任者の適正な配置
　　　　　　３）雇用時新規入場時の安全・衛生教育
　　　　　　４）作業前に当日作業の危険予知活動（ＫＹＫ）の実施
　　　　　　５）作業手順書の作成と作業員に対しての周知徹底
　　　　　　６）安全衛生・工程等に関するミーテングの実施
　　　　　　７）後次関係業者を含めた指揮命令系統の確立
　　　　　　８）関係請負人と作業間の連絡調整及び参画
　　　　　　９）不安全行為、行動に関する教育の徹底及び排除
　　　　　１０）作業環境、服装、保護具、安全帯、設備、材料、工具等の日常（作業前）点検
　　　　　１１）作業前に作業員の健康状態を聴取し、常にその状態を把握し適正な作業配置を行う
　　　　　１２）後次関係業者の作業員も含めた労働者名簿の整備及び、毎日の作業員数の把握

　　　　　１３）新規入場者教育の実施
　　　　　１４）法定教育・法定外教育の実施、その記録の保存
　　　　　１５）作業の監視及び作業の直接指揮
　　　　　１６）不安全行為、行動の排除
　　　　　１７）その他安全衛生管理に必要な事項
　　　６・安全衛生教育、健康管理を実施します。
　　　　　法定教育及び健康管理については、個別に確認し実施します。
　　　　　　１）雇入時の教育（作業内容の変更時）及び特別教育の実施（安衛則第３５条）、
　　　　　　　　　（安衛法第５９条）
　　　　　　２）職長教育（ＣＦＴ）（安衛則第４０条）（安衛法第６０条）

　　　　　　３）雇入時の健康診断の実施（安衛則第４３条、）（安衛法第６６条）
　　　　　　４）定期健康診断（安衛則第４４条、）
　　　　　　５）特殊健康診断　　・じん肺（じん肺法第　７、８、９、１７条）
　　　　　　　　　　　　　　　　・有機溶剤（有機則第２９条、３０条）
　　　　　　　　　　　　　　　　・特定化学物資（特化則第３９条、４０条）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（安衛則第４８条、５１条）
　　　　　　　　　　　　　　　　・振動障害（基発第６０８号）
　　　７・法令に基ずく事業者としての諸届を行います。
　　　　　以下の書類は、関係諸官庁に届け出の上、当社にて保管します。
　　　　　　１）適用事業報告書（労基法第１１０条）
　　　　　　２）時間外、休日労働等の協定届（労基法第３６条）
　　　　　　３）就業規則届（労基法第８９、９０、９１、９２、９３条）
　　　　　　４）寄宿舎規定届（労基法第９４、９５、９６、条９６条の２項）
　　　　　　５）労災保険の加入  (代表者及び一人親方は特別加入します)

　　　８・雇用管理
　　　　　従業員の雇用管理は、以下の通りとします。
　　　　　　１）雇用管理責任者の選任
　　　　　　２）労働契約書又は雇用通知書の発行
　　　　　　　　（後次関係業者に対しても責任を持って発行するよう指導します。）
　　　　　　３）賃金の締め切り日・賃金の支払日を厳守し賃金は、直接本人に支払います
　　　　　　　　なお、賃金管理を適正に行い､賃金の不払い行為は絶対いたしません
　　　　　　　　　万一、弊社及び後次関係業者で賃金不払いが発生した場合は、遅滞なく貴社に報告するとともに、立替払い、その他弊社の責任に於いて解決いたします。
　　　９・工事請負契約の明確化
　　　　　関係した後次業者との請負契約は、工事名、工事場所、工期、支払い条件、その他必要条件を明示し双方記名捺印の上締結します。
　　　　　なお、後次関係業者にも未契約で工事を施工しないよう弊社が指導を行います。
　　１０・弊社が後次関係業者を使用する場合には、貴社指定の関係書類を添付し、その都度貴社に報告します。
　　１１・本・支店・営業所等が行う災害防止協議会への参加をします。

　　　　　貴社が行う災害防止協議会、安全パトロール、各種講習会、安全大会等には、積極的に参加します。
　　１２・現場災害防止協議会への参加をします。
　　　　　貴社が現場で実施する災害防止協議会には積極的に参加し、安全管理体制を整え自主的に災害防止に努力します。
　　１３・労災上乗せ保険
　　　　　当現場で就労する労働者は、任意の労働災害法定外保証保険に加入し労働者災害補償に努めます。
　　　　　なお、後次関係業者に対しても加入するよう指導します。
　　１４・自動車の任意保険に加入します。

　　　　　貴社の現場へ出入りする車両全てに対して、対人、対物、搭乗者等、補償にたえうる額の任意保険に加入します。
　　　　　なお、後次関係業者に対しても加入するよう指導します。
　　１５・事故報告とその処理
　　　　　弊社従業員の業務上での災害については、直ちに貴社に報告します。事業者として所轄労働基準監督署（労働者死傷病報告）へ速やかに提出します。
　　１６・建退共に加入します。
　　　　　建設業退職金共済制度に加入し、「共済契約者証」と、被共済となる労働者に対して「退職金共済手帳」を交付します。貴社で購入された共済証紙を各労働者の雇用した日数分を共済手帳に貼付し消印します。なお、後次関係業者に対して、建設業退職金共済制度の趣旨と理解を求め、本制度に加入するよう教育・指導をします。
　　１７・寄宿舎について。
　　　　　寄宿者には管理者を選任し、最低１ヶ月に一回は寄宿舎を巡視し、建設業附属寄宿舎規定を遵守し住環の整備、快適な寄宿舎生活の維持、促進に努める。
　　　　　なお、避難及び消火訓練を使用開始後一回、その後６ヶ月以内に１回、避難及び消火訓練を行う。
　　１８・法令で定める関係書類の整備並びに、保管管理について。
　　　　　下記書類を整備保管し貴社から提示を求められた場合にはこれに応じます。
　　　　　１）雇用通知書　　２）労働者名簿　　３）出役簿　　４）賃金台帳 　　５）その他必要に応じ提出を求められた書類等
　　　　　なお、後次関係業者に対しても、上記書類の整備、保管、提出等について弊社が責任を持って対応します。
　　１９・社会保険等の整備をします。
　　　　　下記書類は、弊社が責任を持って整備保管します。
　　　　　１）雇用保険　　２）健康保険　　３）厚生年金等の保険に加入し弊社が責任を持って整備し保管管理を行います。
　　２０・その他
　　　　　当該工事の施工に関して貴社からも求められた書類等は、速やかに提出します。
　　　　　なお、本誓約書に示されていない事項であっても事業者の責務として行わなければならない事項については、実行することを誓約いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

施行体制台帳の作成等に関する改正建設業法施行規則の内容

(　提　出　不　要　)

　　　１．施工体制台帳の記載事項（規則１４条の２）

　　　　（１）　特定建設業者（元請）の建設業許可の種類

　　　　（２）　特定建設業者が請負った工事に関する事項

　　　　　　　○　工事の名称、内容及び工期

　　　　　　　○　契約締結年月日、発注者の商号・名称又は氏名・住所

　　　　　　　　　請負契約を締結した営業所の名称・住所

　　　　　　　○　発注者が監督員を置くときは、その氏名及び法１９条の２第２項に規定する通知事項

　　　　　　　　　〔※監督員の権限及び監督員の行為についての請負人の注文者に対する意見の申出方法〕

　　　　　　　○　特定建設業者の現場代理人の氏名及び第１９条の２第２項に規定する通知事項

　　　　　　　　　〔※監督員に準ずる〕

　　　　　　　○　監理技術者の氏名・資格・専任について

　　　　　　　○　専門技術者を置く場合はその氏名・管理する工事内容・主任技術者資格

　　　　（３）　下請負人に関する事項

　　　　　　　○　商号又は名称、住所

　　　　　　　○　下請負人が建設業者の場合は請負った工事に関する建設業許可の種類

　　　　（４）　下請負人が請負った建設工事に関する事項

　　　　　　　○　工事の名称・内容・工期

　　　　　　　○　下請負契約締結日

　　　　　　　○　下請契約の注文者が監督員を置くときはその氏名及び法19条の2第2項に規定する通知事項

　　　　　　　　　〔※元請の監督員に同じ〕

　　　　　　　○　下請負人の現場代理人の氏名及び法第１９条の２第１項に規定する通知事項

　　　　　　　　　〔※監督員に準ずる〕

　　　　　　　○　下請負人が建設業者の場合は、その主任技術者の氏名・主任技術者資格・専任について

　　　　　　　○下請負人が専門技術者を置く場合はその氏名・管理する工事内容・主任技術者資格

　　　　　　　○　請負契約を締結した特定建設業者の営業所の名称・所在地

　　　２．施工体制台帳に添付しなければならない書類（規則１４条の２）

　　　　（１）　発注者と特定建設業者の請負契約及び下請契約に係わる法第１９条の第１項第２項の規定による書面の写し

　　　　　　　　（特定建設業者が注文者となった下請契約以外の下請契約については請負金額を除く）

　　　　（２）　監理技術者資格を証明する書面及び特定建設業者に雇用期間を特に限定されずに雇用されている者であることを証明する書面又は写し

　　　　（３）　特定建設業者が専門技術者を置くときは、その者が主任技術者資格を有することを証明する書面及び特定建設業者に雇用期間を限定されずに雇用されていることを証明する書面又は写し

　　　３．下請負人に対する通知等（規則１４条の３）

　　　　　　特定建設業者が施工体制台帳の作成特定建設業者に該当する場合、下請負人に次の事項を書面で通知するとともに、現場に掲示しなければならない。

　　　　　　　　○　特定建設業者の商号・名称

　　　　　　　　○　下請負人が再下請負させるときは再下請負通知をしなければならない旨と関係書類を提出する場所

　　　４．再下請負通知を行うべき事項等（第１４条の４）

　　　　（１）　下請負人の商号又は名称・住所・再請負人が建設業者の場合はその許可番号

　　　　（２）　下請負人が請負った工事の名称・注文者の商号又は名称・下請負契約締結日

　　　　（３）　再下請負人の商号又は名称・住所・建設業許可の種類

　　　　（４）　再下請負人が請負った工事の名称・内容・工期・再下請負契約締結日・注文者（下請負人）の監督員の氏名及び権限・意見申出方法等・再下請負人の現場代理人の氏名及び権限・意見申出方法等再下請負人の主任技術者の氏名・資格・専任について、再下請負人の専門技術者の氏名・工期・内容・主任技術者資格

　　　　（５）　再下請負通知書には法１９条第１項第２項の規定による再請負契約書の写し（金額は除く）を添付しなければならない。

　　　５．施工体制台帳の記載方法等

　　　　（１）　施工体制台帳の記載事項のうち、施工体制台帳に添付した書類に記載されている事項については、施工体制台帳にその旨記入することにより、記載を省略できる。また、その他の書類に必要事項が記載されている場合も、その書類を添付することにより記載を省略できる。

　　　　（２）　施工体制台帳の記載は、下請毎に、または各下請負人の施工分担関係が明らかになるように行わなければならない。

　　　　（３）　施工体制台帳は契約締結時、または記載事項に変更があった時等、遅滞なく、その見やすい箇所に商号または名称、許可番号および施工体制台帳である旨を明示し、作成しなければならない。

　　　　（４）　下請負人および再下請負人は、再下請負通知書の記載事項に変更があった時は、遅滞なく注文者に報告しなければならない。

　　　６．施工体系図（規則第１４条の６）

　　　　　　施工体系図は、次の事項を記載し、下請負人ごとに、かつ各下請負人の施工分担関係を系統的に表示し、作成しなければならない。

　　　　　　　○　特定建設業者の商号または名称、工事名称、工期、発注者の商号・名称または氏名、監理技術者の氏名、専門技術者を置く場合はその氏名、管理する工事内容

　　　　　　　○　下請負人の商号または名称、請負った工事の内容・工期、下請負人が建設業者の場合は主任技術者の氏名、専門技術者を置く場合はその氏名および管理する工事内容

　　　７．施工体制台帳の備え置き等（規則第１４条の７）

　　　　　　施工体制台帳の備え置き及び施工体系図の掲示は工事の引渡まで行わなければならない。

　　　８．施工体制台帳等の工事終了後の保存（規則第２６条第２項）

　　　　　　施工体制台帳の記載事項の中から、次の事項を抜粋して営業所（支店）ごとに保存する書類に添付しなければならない。

　　　　　　　○　監理技術者の氏名・資格

　　　　　　　○　専門技術者の氏名・主任技術者資格・管理する工事内容

　　　　　　　○　下請負人の商号または名称・建設業許可番号・工事内容・工期

　　　　　　　○　下請負人の主任技術者の氏名・資格、下請負人の専門技術者の氏名・主任技術者資格・管理する工事内容


